
 

 
 

障害福祉研究部は、障害者の社会適応に関する社会学的及び心理学的調査研
究を実施することを目的に設置されました。社会適応システム開発研究室と
心理実験研究室があります。近年の障害観の発展に伴い、障害福祉研究部の
研究領域も変化したため、障害者をとりまく環境としての社会、文化、制度
及び技術のあり方も研究の対象となっています。現在は、以下の研究を行っ
ています。 
 
I．社会学・情報科学を駆使した障害者のコミュニケーションシステム支援に
関する研究 
(1) プリント・ディスアビリティのある者の支援に関する研究 
本などの印刷物が読みにくい（プリント・ディスアビリティ）場合に、パ
ソコンを使って、文字、画像、音声読み上げ（マルチメディア DAISY版
の本）で、どんな効果が得られるかを調べています。 

 
 
 
 
 
 

 
マルチメディアデイジー版避難マニュアル 

 

 
 
 
 
 
 

 
地形、等高線、住宅（要援護者情報を含む）を

重ねた地理情報システム 
(2) 障害者の防災対策とまちづくりに関する研究 
障害者の防災対策に関する進んだ例を紹介したり、障害者用の防災マニュ
アルを作ったりしています。 

 
II． 障害者の自立と社会参加を支援する心理的社会的技法研究開発 
(1) 盲ろう者の支援に関する研究 
目が見えなく、かつ、耳が聞こえない人が
生活するための訓練方法と効果を調べてい
ます。 
盲ろう者が盲ろう者に触手話でパソコン訓練をする様子 → 
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【参考】 持続可能な障害福祉制度の整備に関する研究の全体イメージについて

障害者福祉の充実（自立と社会参加）

「共生社会」の実現

雇用の創出 消費の増大

潜在的ニーズに
応えるサービス

国 民 経 済 と の 関 わ り

地域移行
（施設から在宅へ）

就労支援・
就労機会の創出

新しい公共

社会的
厚生

福祉の充実と経済の
好循環
社会保障分野が有する総波
及効果、雇用誘発効果は、
公共事業より高い

財 政

参加型社会保障（ポジ
ティブ・ウェルフェア）
経済成長の足を引っ張るもの
ではなく、経済成長の基盤を作
る未来への投資

政策効果や社会的インパクトを評価できる指標の開発、公的データ等の有効利用の推進

 

III．障害者・慢性疾患患者の家族への支援に関する研究 
障害や慢性疾患のある人の家族、特に、
きょうだいに、どのような支援が有効か
を調べています。グループワークを行い、
人形劇、紙芝居、パンフレットなどを作
りました。海外との比較もしています。 
 

← 小学生のきょうだいを対象にしたグループワークで

障害の話をしているところ 
 
IV．持続可能な障害福祉制度の整備に関する研究 
(1) 補装具費支給制度の改善策に関する研究 
義肢・装具・座位保持装置等の補装具費支給基準の基礎となる製作費用の
調査を踏まえた価格設定に関する提案を行っています。また今後の補装具
費制度について、適切なものが必要とする人に適切な価格で提供されるた
めの制度の在り方について検討を行っています。 
 

(2) 福祉機器に関するコストベネフィット評価法の開発に関する研究 
重度肢体不自由者用ロボットアームを題材とした、福祉機器導入による費
用と便益の大きさの評価方法の開発を進めています。 
 

(3) 持続可能な福祉制度に関する研究 
障害福祉施策によりもたらされる経済面への影響の評価を行っています。 
 

(4) 障害関係分野における今後の研究の方向性に関する研究 
障害関係分野における研究の現状を調査し、中期的に取り組むべき課題を
検討するとともに、障害統計の現状を明らかにして、エビデンス集積のあ
り方を提言する研究を行っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

V． 障害者支援を充実させるための施策構築に関する研究 
(1) 障害者サービスの整備状況と資源の地理的な把握による障害者地域ケ

アモデルの開発 
全国の障害者サービスの整備状況を
可視化することで、住民のサービス
事業所へのアクセス距離を算出しま
す。これらの結果から、サービス拠
点の地域配置状況や各障害福祉サー
ビス事業所等への距離などの基本情
報を整理し、障害者地域ケアモデル
の開発を目指しています。 
 

(2) 要介護者の 24時間在宅生活を支えるケア提供システムのあり方に関す
る研究 

独居要介護者に提供されるケ
アの 24時間の時間分析や介護
専門職のキャリア段位および
認定制度における養成プログ
ラムに関する検討を通じて、必
要とされる人材の育成やケア
システムのあり方を明らかに
することを目指しています。 
 

(3) 障害者雇用の社会的インパクトに関する研究 
「障害者が働く」ということが、社会全体に対してどのような影響を与え
るのかを知るための指標や効果測定法の開発を進めています。 
 

(4) 就労移行期における障害者支援のあり方に関する研究 
就労移行期（働きはじめる時期）の支援を中心に、就職した方々が少しで
も長く、より良い環境で働き続けられるような支援や制度を明らかにする
研究を進めています。 
 


